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1. 序論

学校経営研究において、学校経営計画についての論究は、これまでほとんどなされてこなかっ

た。少なくとも研究的なものとしであげうるものは皆無といってよいであろう。学校経営花関す

る研究がわが国Kおいて盛んKなってすでに 10数年を経過しているO 学校経営の管理論研究、

社会学的研究、組織論的制度論的研究、あるいは人間関係論的行動科学的研究など多様なアプロ

ーチと分析が行われてきたO しかし、学校経営計画κ関する研究は、まとまった成果といいうる

ようなものはまだみられなL、。学校経営計画は、学校経営の実除の場面で、は、経営の方針と手続

きや内容を提示して、経営の具体的で実践的なあ D方を決定するものとしてきわめて重要なもの

であるとされているO 各学校では、経営計画の立案作成を経営活動の基礎的事項として、年間計

画の出発Kおくほどである。

学校の経営の実際Kおいて領習的に経営計画の作成が行われているとし、う実態、がないわけでは

ないが、経営の基本的あり方を示すものとして経営計画が学校経営Kとって重視されるべきもの

であること托ついては、異論をはさむ余地はなら、であろう。

しかしにもかかわらず学校経営計画論が研究対象領域として登場することが少ないのは何故な

のか、検討を要する問題だといえよう。

考えられる理由の第一は、学校経営研究において、昭和 40年代初頭から経営構造論争が中心

となり、合理化か民主化かをめぐるイデオロギー論に集約きれた研究傾向ι力点がかけられてき

たこと、第2は、現実的な管理運営の基準を強調する法規主義的管理論が、学校の組織運営の現

状と結びづいて支配的な影響力をもち、自由で自律的な経営研究が定着じにくι、状況にあるとと、

第ろは、教育における計画論が、従来つねι患家的、社会的レベルtておける政策的計富論として

論究され、マンパワー形成論花代表されるような教育計画論が主流をなし、学校の経営に結びつ

いた計醤Kまで主らなかったことO そこで、は教育のマクロな問題は論じることができても、学校

経営の具体的実際的問題解明κ直接応えうるものとはならなかったO 第 4は、経営機能の実態分

析の研究が昭和40年代K入って盛んに行われ、学校の組織・運営の問題が分析されてきたとは

いえ、それは組織と運営の現状会析の視点と問題の整理が主であって、体系化された学校経営の

理論が十分構築きれないまま継続し、個別的経営問題の簡を流動していること。以上のような理

由が、学校経営計画論の検討を経営研究の重要な領域として登場させることを菌難促している背

景をなしている。

本稿は、学校経営研究の基礎として、経営計画の検討が重要であるとの認識から、学総経営κ

おける計画の基本的課題を試論的K論究したものである。本稿はあえて学校の内部的経営の計画
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Vと眼定した。経営計画K関する現実の学伎における今日的問題状況から出発するのが、先行研究

の少ないこの領域の基礎を屈めていくうえで有効であると考えたからであるO 行政制度的問題状

況との関速において学校経営の課題を捉え、学校経営計画を論究することはきわめて必要なこと

であるが、それは今後の検討課題とした。したがって本稿は今後の経営研究の中身を構築してい

くうえで経営計画をと Dあげるならば、どのように考えるべきか、の基礎的考察の一端を提示す

ることを意図したものであるO 従来の伝統的な教育における計画論の観点からすれば、経営技術

論1tJ傾向に走るとの批判が出されるかもしれなL、。しかし、学校経営の科学的検討や研究にとっ

て、高踏的な抽象的政策論議よP、具体的技術論の完成への努力の方が、教育科学の一介野を構

成する現代の学校経営学の前進ιとって、はるかに役立つところが大きいと考える。

2. 学校経営計画とは何か

学校経営計画について確定しナこ定義といえるものはまだなL、。その理由は、それが現在なお研

究の領域κ正当な市民権を得て登場してきていなし、からであるO しかしあえて定義するなら、学

校経営計画とは、教育自擦を達成するため花、ある特定の期間にわたる学校の経営組織や運営の

あD万の検討をその中氏含みながら、将来の学校経営の諸活動について、学校全体の立場から総

合的な計画を設定することである。この定義は、四つの特質を内包するものとして学校経営計画

を規定する。つまり①学校教育自標の効果的な達成を呂指す、②一定期間の学校経営組織と運営

のあ P万を示すO ③学校経営花関する従来および将来における吟味や準備を含む、＠学校全体の

立場から計沼化される、これらの四点を特質として含んだものが学校経営計画といえるものであ

‘マ
0o  

これまで学校経営言i•画と一般托いわれるものは、それ刀者十函と呼称きれながら、一定期間の経

営組織や運営のあD万有示すという点で、一定期間の考え万が、多くはせいぜい一年（it)ぐらいの

時間的簡で構想されている。（注りその年度限Dでの計画としては整備されているようだが、そ

れが、従来の構想や計画とどのように連続しているのか、将来どれくらいの期間それがが櫛充 Lて

いくのかが必ずしも明｛確て怖はな」、。経営計画は、経営という機能が一つの連続的な行為．であると

考えれば、ある年度の計画が継続すべき時間的過径の範囲を明らかに示す必要があるO計画の到

達すべき目標やレベルがそれ陀よって予め把握されることを可能にするからであるO

学役経営計画は、経営のねらいや諜；選Kよって、 2～5年または5年といった長期にわたる展

望をもった「基本計画Jを基底にもったものが要求されるO 教育活動の迷続的な展開を構想し、

その推進を！Zi：るdととを前提とする場合そのことは避けることができないだろう。この基本計画は

ma's it{r' ・ !p'l anともいう、べきもtのである0＼，、わばここ V[＼，づ基本計画とは、学校経営の長期的な

t展望をもとにした学校の組織と運営のあD万を決めた大綱的計画を意味する。この大綱的計画を

実現するものとして、具体的計画である実施計画が立てられる。一般に学校経営計画は、この基

本計画が基底にあって、学校の年度毎の経営計画が立てられるべきだと考える。

以上のように考えれば、さきの学校経営計画の定義の第ろの特質、経営花関する従来及び将来
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の吟味や準備を含むといったことも重要なものとして見逃がせないものとなってくるO 計画はあ

る年度限Dのもので満足されるものはむしろ少なL、。現時点までの成果や残されたものの発展、

改善を基礎に成り立つものだから、従来の実績の介析の上K立てられるべきものである。さらK

いえば、次の年度以降あるいは 2年ないし 5年の婚で計画がこのよう K進展すると Lづ見通しを

含むものとして構想され計画化されるべきものでなければならなL、O L川、かえれば、 「予測と到

達度のある計画JということになるO いうまでもなく予測と到達度とは、教育活動にかかわる学

校経営のそれであるO

これらは至極あたりまえのことであるかもしれなL、が、一般の企業などの経営｛そあっては、計

画の樹立にあたって多くの努力と時間をかけるけれども、学校では必ずしもそれが経営の中Uてあ

らわれてこないものが少なくなL、。そこで経営計画とは何かを、その特質Kついて学校経営の研

究にあたって、具体的な問題であると同時ι基底的な問題として再考する必要があろう。学校経

営計画が学校の実際において、また研究の領域において重視されながら、実は単なる低次元の技

術的レベノレに留まっていて、理論的な検討が行われていないことを問題としなければならなし、。

3. 経営計画の構造化

学校経営計画を以上のように考えれば、計画が、学校Uておける計画樹立の過程におL、て、他律

的で模倣的な形て一般に具体化されてL、くようなもので、良いとはとても＼，、えない。学校経営計画

化の学校での基本的姿勢は、多くの場合三つのパターン κ類別できる。第 1は、学校経営の目標

や内容の大きな変動をさけて、法的基準K示された呂標や内容を、 L、かに維持し、遂行していく

かを考えて計画していく型（出定的計画）。第2は、経営計画を各年次毎κ根本的κ改めて、学

校総営の自擦や内容を年度毎κ全体的に樹て直して言1－函を具体化していく型（変動的計画）。第

3は、必要ι応じて計画の内容や期間を改める型て＼変化する状況を分析して、経営の自擦や内

容あるいは経営組織を改め、それが継続すべき期間などを示して言i’函を樹てていく泌（課題解決

的計画？であるO （注2）これらの類別でいえば、学校経営計画は、第3のL、hば必要な課題解決

裂として計画化される必要があると問時に、言ti函が構造化される必要があるO 経営計画は、たと

し、ある長期の経営計画をめざすと Lづ場合でも、国定化した不動で弾力のない計画としてあるの

ではなく、学校の教育条件や教育をめぐる状況をふまえて、学校経営の基本的目標やその達成の

ための万法手続きあるいは序回或を変えていくものとしで存在するO

さらにいえば、当面する改善すべき問題ι適応する経営計画いわば f短期的経営計画Jと、そ

れが総合されて達成される 2年ないしろ年にわたるあるいはもっと長い学校教青の組織的な経営

活動のための「長期的経営計画Jとが考えられる必要がある。課題解決裂の経営計画の必要性を

主張するとしても、常に新しい課題を追L、かける計画が良いというのではなむ、。課題意識が、追

求すべき呂擦を明らかにし、それカヰ可について、どのように行われたら良いのかを示すという意

味κおいて課題解決計画が良いというのであるO 各学校κおける経営計画構想の基底にそうした

発想がどれだけ｝あるかを考えるとかなりあいまいなものが少なくなL、。計ー函樹立の意識や姿勢K

-11-



必要なのは、①何が当面解決されるべき課題であるのかK立脚する「短期的経営計画Jと、②そ

れを積み上げて学校として大きな特色と成果をあげることのできる「長期的経営計画Jとを組み

合わせて構成していくような経営計画であるO

学校経営κ関する短期的経営計画とは何か、それは学校内外の諸条件の個々の問題Kついて個

別的陀計画を構想することであり、個別的課題K対する実施計画的なものを指すO たとえば！日年

度の検討から、これまでの学校行事のすすめ方や校務分担の組織を変えた方がよ L、かどうかとい

う間設K対する計画などが考えられる。 1年ないし半年と」、う広がDで、経営問題の課題を解決

するために打ち立てられる計画である。それに対して、長期的経営計画とは、基本計画ともいう

べきもので、場合によっては数年間κもわたる範囲で、学校の教育指導の体制や学校経営の全般

Kわたるあり万の改善を図る長期的内容を含んで、いるものである。例をあげれば、教育指導の組

織を新しい学習理論を基礎花、歴史的検討を経ながら教担制あるいは協力教授組織に移行させて

いらそのためカリキュラム、指導計画・組織、教職員編成と役割分担を新たに設定する。第1

年次より第2年次そしてさらκ継続して言tillii実践の蓄積を行っていく。つま D学校の全体的な経

営構造や指導の組織あるいは指導の内容や方法の改善花関することが、教育活動の連続的展開の

成果を期待する意味から、当然多くなるだろう。いわば長期的経営計踊は、部分的、個別的な謀

紙解決の計画というよりは、学校経営の位搭や体質を変えるような全体的で総合的な計画であるO

長期計画と短期計画の両者を学校経営計画におL、ては、構造化して計画化していくことが必要

である。学校経営は、き1－砲を個々の問題について億万i制 K設定する場合と、一定期間にわたって

継続的に設定してL、く場合とがあるからであるO その事例をアメリカにおける無学年信iJ学校

( n on g r ad e .d s c ho o l ) .の実施過程にみることができるO（注3)

アメリ；カ・カリアオノレニアチHの地方学佼区の教育委員会の小学校、では、学年布lj学校を改めて無

学年ilJ!J学校を実施したO これを 19 6 0年代（！［ 5年か年計画をもって行ったのであるO 計画は各

年次毎の計画を基礎に累積し、 5か年で無学年詫lj学校を実現する全体計画で、長期計画の構想の

中花、短期計画をそれぞれ時間的・内容的K構成した計画構造を採用していた0 1年次花時、学

年詰iJの検討のためこれまでの教育活動上の特質や諸問題を討議整通し、無学年布！j学校における場

合と比較分析を行った。無学年布iJ（！［関する資料、情報の収集と検討を行L＼実践校を視察し研究

を重ねた。 2年次は、検討‘研究を基礎に小学校2年生までの学年相当のレベノレのものを無学年

制で実施したo いわば試験的実施期的で、一部低学年無学年持！j実施の時期であった。第5年次は、

試験期間の実践の状況と効果の吟味のうえK立って、 5年生までの学年すなわち低学年段階の無

学年制完全実施を実現した0 4年次は、高学年段階へ拡大してL、く計画で、 4年生以上のレベノレ

のもの花、ある特定の教科についてだけ無学年制を実施した。音楽、体育、美術、社会科等l/[つ

いで、学年月ljの組織編成を廃止して教育指導を行っT匂いわば、高学年段階の教科による学年寄lj、

無学年期jの併存であり、比較研究が行われた。 5年次は、高学年まで全教科にわたって無学年詰IJ

化が行われ、全学年無学年詰lj採用実施の時期であっアこo カリキュラムは全てにわたって検討され、

必要あるものは改定された。指導の組織はT. T組織に移行した。

以上の問児、次の事項をw それぞれの年次毎またはある特定の年次に検討し実現していくよう
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計画された。

①‘教科内容の再構成、時間割の編成

② 施設‘設備の改善刻用

③ 教科教具の改善利用

④ 教職員の指導手掛哉の改善

⑤ 児童‘生徒の学習組織の改善

⑤ 父兄・地域住民への啓蒙

⑦教育研究機関、教育行政機関との協力、研究

これらの事項が、計画の展開の流れの中で、あるときは教科内容の編成について検討され、ある

ときは教職員の組織についてというように、年度の中心となる課題が決められて、‘無学年告IJを実

施してL、く全体計画に即して具体化されていったのであるO ；最後の第5年次が終了した時点て酬は、

計画の反省と許備が行われて、次の計画の方向と内容が新た(Iて構怨される材料を提供することも

行われた。学校経営計画の目的や内容、さらに展開の過程については、計画自体の構造化された

全体的な構成とプロセスが必要なのであるO

4. 学校経営計画の方法論一一一計思作成の条件一一

学校経営計画の樹立と展開の過程で構造化を図ることと同時医、基本的な問題のーっとして、

経営計画化の各過程には拠るべき手順または流れがあることを見逃がせなL、。（注4)＼，川、かえれ

ば計画を具体的な実施の段階にまで導くため任、計画を立案する段階すら考え℃おかなければな

らないと？とかある。すなわち計画は、常にある種の予測から始立って、実現すべき目標が定めら

れ、その？こめの課題が設けられるO 続いて課；翠κ却した計蕗が立てられ、実施されるO 最後花実

施の結果を評価Lて計画の最初の段階からの全過程を再検討することをとおして、次の新たな計
画化へと展開していくのである。すなわち①予測→②巴襟→③計画課題→④計画（注5）→

⑤実施→③検討評価の手煩とむ、うか仕組みの中で構成されることになる。

したがって学校経営計画は、将来の学校のあり万｛て対しての明i確な予測：見通しまたは仮説

ともいえるものをI立てることから開始するO それに基づいて②以下が設定され、それらが経営計

画の骨格や中身を構成するO 学校教育は人間の成長を基礎にした諸経験の再構成と発展ιよる予

定された到達自標の価値的具体化の過程である。それ故に、学唱Eの経営過程のプログラムである

経営計画は、予測から出発して目標・課題を抽象的にではなく函き出すものであって有効なもの

となるO

これをたとえば、さきに述べたアメリヵκおける教授組織改革「無学年告IJ実施のための計画J

Kてあてはめて考えれば、学年制下では、学力が低下する、教師の負担が増加する、教師の質の向

上が菌雑であるという事実から、無学年制を実施すれば、進度陀応じて指導が可能であり、行宝6)

ひと Dひと Pの学力を十分伸ばすことができる、教師の専門性‘得意性の活用が可能となり、し

かも教授負担〔 teaching load）を減少することが期待できる。（注7）そのような予測（仮
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説）のもとに無学年帯fJが取りあげられた。すなわち個人の特性ι応じた教育指導の実現による学

力の向上、教師の協力的教育指導の実現とそれによる教的の資質の向上を図るため無学年詰ljo演現

が自擦となっずこ。次に現在の学年需ljの中で起きている問題点が検討され整理されて、協力教授組

織を内容とする無学年制をどのような手j績と方法で実現していくかが課題となった。この課題を

解決して自擦を達成していくために、実施計画が全体計画Kもとづいて 5か年計画で構成され、

各年次毎の計画が既κ述べたとおり立てられ、実施の段階過程を経て検討評価の第6の段階まで

の長期計画となっていったのであるO

計函立案の進行の過程では、校長、教頭の課題意識や自標の把握とそれが教厚究員K明示される

ことが重視されるO 教職員の参加による計画作成の過程が実質的に考えられる場合でも、少なく

とも学校の経営の将来計画の目標κついて、経営の責任者として適確な最終的な判断が必要であ

る。経営は現在の存在の形態や状況を維持するよりも改善し新しい組織と運営を創ap出’していく

機能であるO リップハム （Jam侶ば Lipham）などが組織の創始 （in i ti a t i n g t he 

structure）というところのものである。（注8）とくに新しい教授組織 fnew instructi-

on al p注ttern ）の創造や学校経営組織体制jの総合的な改善は、教職員の力によるιころが大

きいとはL、え、最終的加工、学校経営の責任者である校長や副校長の目標の明示やその根底にあ

る予測あるいは現在の教育状況に対する課題意識があって展開するoヒザース（GIen Hea-

thers）は、新しい学校の組織や運営の実現にとって、学校の経営的場面における校長などの

責任ある指導者の役割が大きいこと有指摘するが、計画作成の過程においてもまたいいうること

であろう。

：学協経活計画えその計画の内容とL、う面からいえば、学校としづ教育の展開の場における教育

の達成目擦を設定し、それを実現するための方針や組織、それKその実施の手続きκついてのプ

ログラムを作成することだともいえるO 経営計画は表現を変えれば経営のカリキュラムである。

さしづめ長期間ー函はシ｝クンス Cs~quence ）であり、短期計画はスコープ（ scope ）であるO

そうだとすると、学校経営計画を新しく立てていくと Lづ場合、新しい組織や手続きを具体化す

る前提として、ま子自擦を明らかにおさえるということが大切になる。それは何のために、何に

向ってということか不明確では、能率もあがらないし、成員のモーラノレもあがらないと忠、われる

からであるO

リップハムが経営の本質として組織の創始をいうとき、；重要なこととして三つのことがらを指

摘する。①目標の明示とそれK応じた製（組機）の創造、②コミュニケーγョン（情報伝達また

は：意思の疎通）の道スジの確立、④仕事の処理の手続き方法の明示、これらが経営管珪者にとっ

て最も基本的κ大事なことであり、それが課題だというのである。このことは、計画の樹立と展

開にあたって、 L川、かえれば「目標管理jの重要性を指摘しているわけである。

自傑管理とは何かというと、経営活動の展開Kあたって、第1は、妥当な目標を樹立するとい

うことであり、第2は、その呂擦の勧織成員への浸透と理解を図ることである。第 3は、具体的

な呂探の設定と促進であり、課題K対応してのf窃別的自擦の展開である。第4は、展開過程の結

呆の呂様との照合と評価を行って、次の新たな呂療の確立を図ることである。この目標管理がど
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のよう κ行われるかによって経営管理者にとって見逃がせなL、ものといわれる。

グッドラッド（ John I. Goodlad ）が学校組織の改善κ関連して、指導者の目標の明示が

いかに重要であるかK言及するのも共通するところであるO たとえば、教授組織の改善・！！（.ともな

う新しい学校組織の体制jの形成だが、 TTや無学年告!Jの実践の過程で、実際にはその実践が中途

で挫折したり、実効を上げないで停滞しているところも少なくなL、。その理由は、さまざまなも

のがあげられるが、各種の理由のうちで、大きなものの一つは、教職員が、新しい教授組織ひい

ては学校組織を必要とする根拠や目擦をよく理解していないところからくそと Lづ。 f注？）指導

者の目標の明示がなされることによってその問題が相当海度防げるというのである。

学校経営の言十画は、教育の目標達成のプログラムであるのだから、計画立案κあたっては、何

がねらいなのかが、まず明らかU亡され、それKともなう計画課題、実施計画とな P、展開が図ら

れていくと Lヴ、計画立案の万法的過程と条件をふまえていくことが、不可欠であろう。

5. 計画作成過程の課題

すでK述べたよう花、計画を作成していく方法的過程は、予測から検討評価花いたる流れにお

いて完成し、計画に組み込まれるべき領域・内容が構成されてし、く。その計画は、経営花関する

ものであると Lづ本来的な性格と学校教育の活動全現実に万向づけ展開させていくものとして、

実施案的性格をもっている。実施案とは、実践のためのプログラムといってもよく、いいかえれ

ば、年間、学期、月足ljのまたは課題別の計画と直接関連しているものということであり、経営計

画の実践過程との結びつきの如何が問題としてクローズアップされる。

ここまで考えてくると、見落せないのカ玲E校経営言tf菌作成を進めていく上で、目標設定から具

体的な計局面内容を設定していく各段階で、何等かの形で学校の構成員としての教職員の参加であ

る。この場合の参加とは、いわゆる経営参加Kおける意味とは必ずしも同一ではなL、。計酒作成

にとって必要な呂標や課題等の選択や決定に関して、教絡；員が、それぞれ間有の立場から、ある

いは協働の役割機能の例［百から意見を述べるかその要員として活動するとい行ことである。すな

わち教職員の参加がない場合、形式は整備されても自擦の浸透がスムース K行われるかどうかの

問題を無視することができないし、個別的、課題汚りあるいは言｜’留を実施する具体的段階陀おいて

｛国々の計画の分散化や断絶が起こることも考えられる。また教職員の計画遂行のそーラノレの低下

も：考えられるO したがって経営計画の作成Kあたっては、目標設定の段階からその理由、内容、

将来の見通しなどが、全員の討議のもと K検討されていくととが必要であるO

教職員の参加活動は、言l画作成の各段階41Jvc組織的な分担』てよって行われるが、具体的には、

①計画に必要な資料の収集調査、②その介：折、検討、③原案の作成と検討、④経営計画の決定、

などの活動である。学校経営計画は、最終的には、校長あるいは教頭いわゆる経営管理の責任者

が決定するとしても、全教職員の意思反映をとおして成立するO 計画が各部門に委設されたレベ

ノレのものである場合は、なおさらいうまでもなL、。学校評価 （School evaluation )VLおい

て、 f学校経営計i蔀が妥当かどうかjを許価する基準があげられるが、その中で、計画作成への
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全教戦員、の参加が、重要な基準項目としてあげられるのはそのためであるO

学校評価において、経営計密は次の各基準から評価されるO

① 教育自擦が適確に臨かれているか

② 教育自擦は学校の特性と結びついたものとなっているか

③長期的計画の一環として年度計画が作られているか

④ 長期的計画は、いくつかの課題月ljのプロジェクト K よって具体化されているか

⑤ 計画は、達成期限の明徳なプログラムによ P裏づけられているか

＠ 計画は、その実施過程で、つねに検討、評価されているか

⑦ 言1－函の作成κ全教職員が参加しているか

これらの基準の中て＼教職員Lの参加が重視されるわけだが、その意味はこれまで述べてきたとお

Dである。

学校経営計画作成過程の課題Kついては、さらに計画領域をめぐる諸問題を見逃して論じられ

なL、。とくに今日の学校の問題状況を解決し改善していく言l函としづ経堂計画の実践的性格から、

どのような諜怒をし、かなる観点からとり上げていくかが検討されなければならないだろう。昭和

4 6年 6月の中教審答申は、今日のわが国民おいて改善されるべき問題点を次の諸点κ整理して

いる。（注10）①学校段階の特質に応じた教育課程の改善、②錨人の特性(f[J応、じた教青方法の改善、

③特殊教育の積怪的な拡充整備、④学校内の管理組織の整備、⑤数員の養成確保とその地位の向

上のための施策なc'oそれらには個別的な学佼経営のレベノレ以上の問題であるものも含まれるが、

改菩の方法は月iJとして、今日の学校教育上の問越を示すといえるだろう。つまり中教審答申の如

何にかi'J＂＇わらず、それらはたしかにわが国における：学校教青花、今日の時点で内在する改善の謀

宮として取り上げられ、 j；さ営計画の課題領域として，検討され、それぞれの学校において計画が作

成されるべきものであろうO 日教組の教育制民検討委員会が指摘する学校教育をめぐる制度的、

内容的な諸問題や汽育指導方法、組織あるいは施設‘設備などの具体的な改革諸問顕も学校経営

計E訟のi果：告として注目される。

--jrj引！勺にいって学校経営計i萄の計画領域の謀議を個々の学伎の問題として整理すれば、たとえ

（ ~f次のようなものが列挙できるO

① 救日；R員の編成管理と校務分担計画

@ ，ぷ：下手線程の編成管理と学力の向上言す函

③ 児童・生徒の管理と生徒会・クラブの充実計画

④学校行平の管理と精選充実計画

①学校保曜の管珪と体力向上計画

＠ 学校事務の管理と合理化計画

⑦ 教育機器の導入とその活用言十函

③ 学校予算の管理と施設‘設備の整備計画

これらが、学校経営の実際Uておける経営計画の具体的領域としてあげられるだろう。そのほか視

角定交えれば、さらK多くの異なったものが、計画領域としてあげることができょう＠要するに、
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領域は、学校κおいてどのような目標のもとに何を重点κ計画化するかKよって決定する。

学校経営計画は、これからの学校はどうあるべきなのか、またどうなろうとしているのかを考

え、それから引き出され、組み立てられていくものであるO つまり「これからの学校教育〆注11)

の考究が基底にすえられることが前提忙なるO 将来の学校はし、かKあるべきなのかの f学校論j

の検討の上κ、学校経営計画を構想し、樹立していくことがこれからの経営計画の領域の大きな

課題なのであるO 中教審や日教組教育制度検討委などの学校教育改革構想も、未来の学校教育を

現実的立場から予測して、今日の課題解決の諸案を提出している。学校経営計画は、将来の学校

教育を、今日のi王子点から継続してとらえられるものとして方法化し、内容を提示するものKほか

ならないのであるO

わが国はいうまでもなく諸外国でづ教育改革がし、ま行われているが、今日の教育改革は、制度的

な枠組みだけでなく、教育の質的なあり方が問いなおされてきている。学校教育は、新たな教育

め自標と，内容実現のための実際的プログラムを見つけ出すことを求められているO 学校は、教育

呂擦が他律的ι外から規定される機関で、必ずしも自由な計画化の主体たDえなし、。といわれる

が、学校はそうしたなかで自擦が、教育基本法、学校教育法、指導要領などによって外から規定

されるだけでなく、その呂擦の検討と実証を委ねられているのである0（注12）学校は、よりよい

教育を創始していく・ための目標の選択と新たな設定の役割を求められ、担っているO だとすれば、

1 そうした学校の経営計・函は、 「教育の創始Jとしてーの計画であるとし川、かえることができるし、

教育を新しくきり開き打ち立てていく「教育の開発としての経営計画jであるといってよいであ

ろう。学校経営計画作成過程κおける課題は、教職員の参加の問題と計画領域の設定の問題が検

討されなければならないが、新たな学校論K基づいて経営計画を樹立していくことが基礎的な課

題である。

6. 結論

学校経営計画論の試論的考察としての本稿は、学校内部の経営管理の計画衿として限定して論

じてきたもので、教育行政制度的な外的問題考察は他の機会托譲るとととした。本稿での結論は、

大きくまとめると次の 4点であるO

第1は、学校経営計画め基本的課題としてはよまず経営計画とは何かを、これからの学校教育

の万向を考える立場に立って、自律的に謀題意識を具体化し、解決する計画を構想する必要があ

るということ。第2は、その場合、経営計画を基本的な見通しの上κ長期的な計画と短期的な実

施計画とを構造的K立案していく構想、と手j顕を見落しではならないであろうということO 第3は、

それKは、まず目標設定から具体的な展開さらK評価までの計騒の各段階、各領域において、教

駿員の計画作成への参加が図られる必要があるということO 第4は、今日の学校教育を未来の学

校教育の志向との関連で位置づけて、計画領域を決定Lていくことが必要である。したがってこ

れからの学校はL、かKあるべきか、その視点と問題を考える新しい f学校論jをふまえた学校教

育の開発としての経営計画を樹立していくことが、基本的な万向であり課題であるということで
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ある。

竿：秘経営計画論は、学校経営研究の一分野としての正当な位置づけをまだ与えられていなむ、。

位置づけではなく、その研究がどのような意義をもちどんな内容から成るのかもまだ明らかでな

I, 、。しかし、学校経営計画論は、学校経営の現在と将来の課題を見通じ、科学的な学校経営の理

論と実践の基礎を構成するものとして、研究の対象にと Dあげられるべきであろう。

学校経営計画論をめぐって、今後考慮すべきことぼ数多くあるが、少くともその考察の領域が

学校それ自体の内部的経営の計画論の問題領域を中心としながら、学校と地方教育行政機関との

関速における計画論も検討していく必要があるO それは、いわば地域教青計函を内容として構成

して L、く経営計画論であるO さらに学校経営研究は、教育行政制度的関連Kおいて展開する問題

領域を含んでおP、その意味からは、教育政策・行政制度的レベルでの経営的構造と機能を計画

として把握して構成する経営計画論が構想される。学校経営計画論は、その領域と内容κおいて

今後多くの課題を内包してお久：総合的な研究として展開される必要があるO 本稿は、そのよう

な学校経営計画論への覚書的試論であるO
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